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規制の適用に関するもの。本協定においては、国内外の食品や動植物の衛生に関する国際的な基準や指針、勧告の使用が推

奨されるが、科学的根拠に基づく加盟国独自のより高い基準を定めることが可能。 
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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：農水産食品の安全性確保のための検査強化プロジ

ェクト 

分野：農業・地方開発プログラム 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第二グ

ループ第三課 

協力金額（評価時点）：2.8 億円 

 

協力期間 

2011 年 12 月 1 日～2014 年 11 月

30 日（3 年間） 

先方関係機関：農業農村開発省（MARD）農林水産品質管

理局（National Agro-Forestry-Fisheries Quality Assurance 

Department:NAFIQAD） 

日本側協力機関：厚生労働省 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）の経済は、過去 10 年間で高い成長を

示し、食料供給量も増加しているが、食品の安全・衛生面に関しては、政策・制度の不備や管

理者の能力不足等の問題から、適切に管理されていない状況にある。管理能力の不足は、感染

症や食中毒の原因となり、特に子どもや妊婦、老人といった社会的弱者が健康被害を受ける危

険性が高い。加えて、食品の輸出はベトナムの重要産業の 1 つであるが、平成 21 年度のわが

国の輸入食品にかかる違反事例をみると、ベトナムからの輸出食品は、アジアでは中国に次い

で違反件数が多かった等、ベトナムの輸出食品に対する信頼性が低下するリスクを抱えてい

る。このため、ベトナム政府は、安全な食品の供給を緊急かつ重要な課題の 1 つとして位置づ

けている。  

さらに、ベトナムは 2007 年に世界貿易機関（WTO）の加盟国となり、物資や人の国境を越

えた自由な往来がさらに活発になる中で、国際標準に則した安全な食品を人々に供給すること

が急務となっている。ベトナム政府は、施設や法制度の整備を通じて、これらの状況に適応し

た社会・制度を構築していく必要性に直面しており、その一環として、WTO/SPS 協定〔SPS

（Sanitary and Phytosanitary：SPS）Measures〕で確保すべきとされる衛生保護基準を満たすため、

安全な食品を人々に供給するうえで必要となる食品等の試験や研修及びリスクアセスメント

を行う機関として SPS センター〔2012 年に RETAQ センター（Reference Testing and Agro-Food 

Quality Consultancy Center：RETAQ Center）へ改名された〕を設立することを掲げている。この

ような背景から、ベトナム政府は、効果的かつ持続的な食品衛生管理体制を構築するうえで、

適切な検査・モニタリング体制の確立が極めて重要であり、その強化に向けて日本の知見・経

験が必要であるとして、わが国に技術協力を要請した。  

2008 年 12 月に発効した日越経済連携協定（EPA 協定）においても、ベトナムの食品衛生管

理及び動植物検疫に係る能力向上のための技術協力を行うことが明記されている。  

これを受け、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生・安全管理に係る政策・制度の助言を行う

SPS 政策アドバイザーを専門家として派遣し、ベトナム政府内における SPS を巡る現状と課題、

SPS センター設立に向けてのベトナム側の人的、予算的配置等を明らかなものとした。特に農

水産食品に関しては、輸出検査に重点が置かれており、国内食品のモニタリング検査は対象と
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する地域、食品群、検査項目、実施時期が限られているため安全性の把握が難しいという課題

が認められた。 

以上を踏まえ、農水産食品の安全性確保に必要な農薬・抗生物質・重金属等の残留物質や微

生物等の検査体制の強化及び検査官の技能向上を通じて、多種多様な農水産食品のモニタリン

グ検査体制の構築・強化に寄与することを目的として、技術協力プロジェクトを実施すること

になった。 

本事業は、農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MARD）の農林水

産品質管理局（NAFIQAD）を主なカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）機関として、

2011 年 12 月より 2014 年 11 月までの 3 年間の予定で実施しており、現在 2 名の長期専門家（チ

ーフアドバイザー、業務調整）が派遣されている。これまでに残留農薬や病原微生物、残留動

物用医薬品、アフラトキシンの分析検査に関する本邦研修を実施し、現地でのオン・ザ・ジョ

ブ・トレーニング（On-the Job Training：OJT）も短期専門家の指導のもと実施されている。 

2013 年 9 月に実施された中間レビューでは、「NAFIQAD において、農水産食品の安全性を

継続的に検査する体制が構築、強化される」というプロジェクト目標が達成される見込みは高

いと評価されたが、検査体制を強化するためには、さらなる機材及び分析方法などの技術、モ

ニタリングに必要なサンプリングや検査機関などのマネジメント、人材の強化・育成が必要で

あるとの評価結果がとりまとめられた。 

今回実施する終了時評価調査は、2014 年 11 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活

動の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の

類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 

 

１－２ 協力内容 

プロジェクト概要：農林水産品質管理局において、農水産食品の安全性確保に必要な農薬・

抗生物質・重金属等の残留物質や微生物等の検査体制の強化及び検査官の技能向上を通じて、

多種多様な農水産食品のモニタリング検査体制の構築・強化に寄与する。 

（1）上位目標： 

国家モニタリングプログラムが拡充することにより、農水産食品の安全性の改善に寄与

する。 

 

（2）プロジェクト目標： 

NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が強化される。 

 

（3）成果 

1．NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 

2．農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善される。 

3．農水産食品の安全性確保に係る政府担当者が育成される。 

 

（4）投入（平成 26 年 6 月末時点） 

日本側：総投入額 2.8 億円 

1）長期派遣専門家 延べ 2 名（チーフアドバイザー、業務調整員） 
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2）短期派遣専門家 延べ 8 名 

3）研修員受入れ 延べ 31 名（計 10 回の本邦研修） 

4）機材供与 総額 147 万 USD 相当 

5）ローカルコスト負担 総額 4,800 万円相当（現地業務費として、旅費、宿泊費、会議費

などを含む） 

 

ベトナム側： 

1）C/P 配置 合計：29 名（うち、プロジェクト・マネジメントユニット（Project Management 

Unit：PMU）メンバー3 名、PMU 支援スタッフ 10 名配置。さらに試行モニタリングプ

ログラム開発と実施の作業チーム 8 名、サンプリング作業チーム 8 名配置） 

2）ローカルコスト負担 68 億 7,000 万 VND（3,000 万円相当） 

3）事務所及び研修スペース 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（日本側） 

担当分野 氏 名 所  属 

団長・総括 牧本 小枝 JICA 人間開発部 保健第三チーム 課長 

技術参与 今川 正紀 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部 監視安全課 輸入

食品安全対策室 室長補佐 

技術参与 遠藤 泰吾 厚生労働省 横浜検疫所輸入食品検査センター 

評価分析 松本 彰 A&M コンサルタント有限会社 代表取締役 

協力企画 菊池 雅子 JICA 人間開発部 保健第三チーム ジュニア専門員 

なお、ベトナム側も MARD 国際協力局（ICD）から 1 名調査団員が配置され、合同で終了時評

価調査を実施。 

調査期間 2014.7.14～2014.8.2 調査種類：終了時評価 

本終了時評価調査は、プロジェクト終了直前となったことから、ベトナム側と合同で協力開

始から現在までの実績、プロジェクト目標と成果の達成度をプロジェクト・デザイン・マトリ

ックス（Project Design Matrix：PDM）に基づき確認した。具体的には、以下の点を目的として

実施。 

① 技術協力の開始から終了（調査時点）までの実績確認（活動、投入）、実施プロセスの検

証 

② プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献要因・阻害要因の分析 

③ 上記を踏まえて、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点

から総合的に評価 

④ プロジェクト終了時までに行うべきこと、並びにプロジェクト終了後に上位目標達成に向

け先方政府が行うべきことについて提言、並びに類似プロジェクトのための教訓抽出 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果の達成状況 

成果 1 NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。：達成見込み 

指標 1-1：選定されたパイロットサイトにおいて、水産食品のみならず農産食品も検査が実
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施される。 

指標 1-2：新しい試験検査に係る標準作業手順書（Standard Operational Procedure：SOP）によ

る検査項目数がパイロットサイトにおいて最低 130 に増加する。 

指標 1-3：認定された SOP が NAFIQAD 支局 4 と 6 において整備される。 

成果 1 達成レベル&状況： 

指標 1-1 に関し、パイロットサイトとして選択された NAFIQAD 支局 4 と 6 は水産食品の

みならず、農産食品の検査も実施している。指標 1-2 に関しては、新たな SOP での検査可能

項目数は、現時点で 110 項目となっており、今後の承認分を含めると PDM で定められた目

標指標数の 130 を超える。 

指標 1-3 に関し、認定された SOP はパイロットサイトで実用化のために既に整備され、研

修受講生によって、その SOP を使用したモニタリングの検査が実施されている。以上のこと

から、指標 1 は達成可能と判断される。 

成果 2 農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善される。：達成見込み 

指標 2-1：試行モニタリングプログラム（Trial Monitoring Program:TMP）がパイロットサイト

で実施される。 

指標 2-2：データベースの評価が実施される。 

指標 2-3：TMP の経験に基づき国家モニタリングプログラムの公表書式が提案される。 

成果 2 達成レベル&状況： 

2013 年 5 月から 2014 年 4 月までの 1 年間、パイロットサイトにて TMP は実施された。ま

たオンラインによるデータベースシステムは既に完成し、TMP（データベースの評価を含む）

のファイナルレポートは 2014 年 7 月に完成している。同レポートの完成後、国家モニタリ

ングプログラムにかかる公表書式も設定される見込みである。 

成果 3 農水産食品の安全性確保に係る政府担当者が育成される。：達成見込み 

指標 3-1：管理研修を受講した職員のうち、少なくとも 50％が国家モニタリングプログラム

の運営管理・改善に従事する。 

指標 3-2：OJT を受けた C/P の中で少なくとも 1 名が、各研修項目に関する指導者となり、

エコートレーニングを実施する。 

成果 3 達成レベル&状況： 

これまで管理研修の受講者は 8 名おり、うち 7 名が TMP の策定に直接かかわった。一方、

3 名が TMP の実施にかかる運営・管理に関与しており、他の 4 名は必要に応じて支援をして

いる。また本邦研修及びベトナム国内で OJT を受けた職員は、研修項目に応じて 6 つのエコ

ートレーニングの実施にかかわった。 

よって、成果 3 の達成される可能性は高いと判断される。 

３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が強

化される。：達成見込み 

指標 1：国家モニタリングプログラムを実施する NAFIQAD の担当部署が規定される。 

指標 2：TMP がパイロットサイト（ホーチミン市、カントー市）で実施され、TMP の評価結

果が国家モニタリングプログラムの翌年の実施計画に反映されること。 
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達成レベル&状況： 

NAFIQAD の担当部署として、「水産品質管理課」が水産品プログラムを、また、「農林及

び塩品質管理課」がその他分野（畜産、植物）プログラムを担当することが規定されている。 

TMP はパイロットサイトで実施され、その間に収集、蓄積されたデータは、短期専門家の

協力を得つつ、分析・評価が行われた。なお、TMP の評価結果は、試行モニタリングの優位

性、検査分析結果を元にして、2014 年 11 月頃に計画される来年（2015 年）度の国家モニタ

リングプログラムの実施に反映される予定である。 
 

３－３ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

ベトナム・日本両政府の政策の観点、さらにターゲットグループのニーズとの整合性か

ら、妥当性は非常に高い。 

本プロジェクトの開始以降、これまでベトナム側の政策及び日本側の援助方針におい

て、農水産物・食品の安全性確保はじめ、農業・地方開発にかかる支援政策、計画に大き

な変更はなく、本プロジェクトの妥当性は維持されている。さらにターゲットグループの

ニーズも高く、食品安全確保の体制整備にかかるベトナム関係機関／者の能力強化の重要

性は高い。 

 

（2）有効性 

プロジェクトの成果は期待どおり順調に達成されており、プロジェクト目標は達成され

る見込みであることから有効性は高いと判断される。 

プロジェクト活動は、事前準備、周到な計画と設計によって実施に移され、問題解決に

必要な技術や実用的な技能が効果、効率的に移転が行われたと評価できる。サンプル収集

から検査分析、最終報告化までのデータ管理は、精微で時間の係るプロセスであるが、本

件実施で、検査分析やモニタリング方法さらにはデータシステム管理まで、各技術移転が

成功裏に行われた。なお、TMP の実施に際して、サンプリング調査は計画どおりに実施さ

れ、検査結果を元に、違反例について生産者を特定できないという課題は残るが、違反地

域が判明するなど、一定の評価ができるものとなった。 

 

（3）効率性 

プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

本プロジェクトに対する日本側、ベトナム側の投入は、一部活動の遅れや、いくつかの

機材と試薬の納入遅滞の点を除けば、プロジェクト活動のための予算を含め、計画どおり

に執行されるなど、その量、質、タイミング的にもおおむね適正で、すべての投入は実施

に係り十分に活用されている。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトのインパクトは比較的高いと判断される。 

1）上位目標への貢献 

本プロジェクトの上位目標である「国家モニタリングプログラムが拡充することによ

り、農水産食品の安全性の改善に寄与する」につき、プロジェクト支援で行われた TMP
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は、国家モニタリングプログラムの実行計画に反映される予定である。また NAFIQAD

は、TMP のファイナルレポート及び TMP ワークショップの結果を踏まえ、その結果や

教訓を活用し、翌年の国家モニタリングプログラムを改善、更新するとしている。それ

以降の国家モニタリングプログラムについても、本プロジェクトの成果を活かし、プロ

グラムの評価を実施し、その結果を次年度のモニタリング計画策定へ反映させていく方

針である。以上のように、国家予算が配分され得る限り、国家モニタリングプログラム

は実施されていくことから、農水産品の食品安全の向上に大きな貢献が期待される。 

2）波及効果 

下記のとおり、様々な正のインパクトが生じていることが調査団によって確認され

た。 

a）検査件数及び検査項目の拡大 

b）検査技術・人材の能力強化を通じての検査機関の外部評価向上 

c）TMP で導入したデータベースシステム（オンラインソフトウェア）の活用 

d）研修教材や作成 SOP の活用 

e）対象地域外での農産品モニタリングの実施 

 

（5）持続性 

プロジェクトの持続性は下記の理由により、比較的高いと判断される。 

1）政策・制度・組織的持続性 

農業農村開発省の戦略計画によれば、ベトナムの農産物輸出促進のためにも食品安全

セクターの近代化と能力開発の優先度は高い。なおベトナムが WTO 加盟国であること

からも、食品安全システムを改善し、政府の管理を促進することは常に求められている。

また、農水産品の品質保証は農業分野における成長・安定の鍵であり、中長期に渡って

農業農村開発省の責務でもある。よって、食品安全管理にかかる組織・制度強化は同国

の関心事であり、中心事項であるといえる。 

一方、本件の C/P 機関である NAFIQAD は、食品品質にかかる国家モニタリングプロ

グラムを一元的に管理・調整する役割を有しているとはいえ、農水産食品を検査・管理

するだけでなく、ベトナムでの食品安全にかかる有効なメカニズムの構築のためにも、

MARD 傘下の各部署との調整、マネジメント能力の向上、さらには外部機関との連携強

化が求められている。 

2）財政的持続性 

ベトナム側の C/P 予算は、研修費用や機材保守管理費用など、計画どおり支出されて

きている。また、ベトナム政府により承認された食品安全に関する国家ターゲットプロ

グラムを通して、MARD はこれまで国家モニタリングプログラムを計画し、毎年、その

予算を獲得している。なお、NAFIQAD の場合、各検査機関で農水産企業からの持込検

査費（輸出入のため）という歳入があり、そうした資金を用いて、検査分析機材の保守

維持管理・更新をはじめ、試薬・消耗品類の購入、データベース用のサーバーの設置・

メンテナンス料等、必要な検査を継続実施できる財務基盤があると判断できる。なお、

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ タ ン デ ム 型 質 量 分 析 装 置 （ High Performance Liquid 

Chromatography-Tandem Mass Spectro-metry：LC/MS/MS）等の精密な分析機器について
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は、既に各検査機関が専門業者とメンテナンス契約を結んでおり、継続的な維持管理が

可能である。また食品の検査能力向上は、ベトナムにおいて不可欠で、非常に大きなイ

ンパクトをもたらすものであり、そのため、検査実施の予算は当然継続される予定であ

り、いずれにせよ、自己財源並びに国家予算による予算確保は可能としている。 

以上のことから、食品安全モニタリングをはじめ、検査の継続、分析機材の維持管理、

さらにデータベース管理についても、プロジェクト終了後も国の予算で継続していくこ

とが見込まれる。 

3）技術的・人的資源の持続性 

プロジェクト期間を通して、C/P は新たな知識やノウハウを積極的に吸収し、供与機

材を使った最新の分析方法を活用し、検査技術はじめ、着実に技術移転は進んできてい

る。また彼らは分析用機材、試薬、施設などベトナムと日本のシステムの違いを理解し

ており、それらの違いがあっても適切に分析方法を適用し、プロジェクトによって獲得

された分析方法の妥当性検証の方法を使って分析項目を増やしていくことができる。こ

のように実施機関の C/P の能力は向上しており、技術面での持続性は確保されていると

考えられる。なおプロジェクト終了後も、C/P は農水産食品の安全性確保において核と

なる人材となり、各検査機関やオフィスにおいて技術開発に貢献するのみならず、ベト

ナム国内のほかの検査機関はじめ関係機関との連携にも重要な役割を果たすことが見

込まれ、期待される。 

３－４ 効果発現に貢献した要因 

本プロジェクトの効果発現に貢献した要因として、①プロジェクトの実施機関の C/P はじめ、

主要メンバーの明確な業務分担や協力姿勢、②効果的な技術移転のためのプロジェクトのアプ

ローチと移転手法が挙げられる。 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

効率性、有効性のうえで、本プロジェクト目標達成のうえで、大きな阻害ないし負のインパ

クトを与えた因子は特段、終了時時点では見当たらない。 

３－６ 結論 

5 項目評価はすべて「比較的高い～非常に高い」に分布しており、総合的にも本事業は高く

評価される。全体として、実施機関はプロジェクトを通じて食品分析とモニタリング技術を正

確に理解し、検査のための基礎知識や技術を習得し、現地に適応した方法論の開発ができるま

でに至っている。実施機関の積極的な参加と協力姿勢さらに強いオーナーシップがプロジェク

トの進捗に貢献する大きな要因の 1 つであると言える。 

本評価調査団は、プロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果がおおむね

得られたことを確認し、今後の継続的な努力によって、プロジェクト目標は協力期間内に成功

裏に達成されるものと結論する。よって本プロジェクトは R/D 記載の期間を以って当初の予定

どおり終了するものとする。 
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３－７ 提言及び教訓 

３－７－１ 提言 

（1）プロジェクト実施期間中 

1）残されている活動（OJT、エコートレーニング、SOP の策定、国家モニタリングプ

ログラムの公表書式の提案、TMP 共有ワークショップの開催、国家モニタリングプロ

グラム改定への提案）を予定どおり実施すること。 

2）TMP により、これまで検査していない項目について検出事例が認められたことを踏

まえ、結果共有ワークショップには基準規定官庁である保健省を招待すること。 

 

（2）プロジェクト終了後 

1）検査サービスの強化と平準化 

a）NAFIQAD は、MARD 及び NAFIQAD4 と 6 以外の検査機関の強化のために、支局

4 と 6 を引き続き人材育成拠点として活用すること。 

b）NAFIQAD、植物防疫局（Plant Protection Department：PPD）、動物衛生局（Department 

of Animal Health：DAH）は検査機関間の技術・経験交流、熟練度試験（PT テスト）

（Proficiency Test：PT）への参加を促進すること。 

c）TMP を通じ検査項目を増やす必要性が確認されたことを踏まえ、NAFIQAD 下の

検査機関はプロジェクトを通じて獲得した検査方法を他の食品にも適用するとと

もに、新たな検査手法を獲得すること。 

d）NAFIQAD では既に ISO/IEC17025 を取得しており、検査結果の信頼性確保の仕組

みに大きな問題はないが、信頼性確保に向けた不断の取り組みは恒常的に強化する

必要がある。予定される OJT を通じて検査のトレーサビリティ、内部精度管理、内

部点検、PT テストなど本邦研修を行った横浜検疫所の GLP システムを参照し、さ

らなる向上が望まれる。 

2）国家モニタリングプログラム 

a）国家モニタリングプログラムのデータを関係機関でオンライン共有できるよう、

TMP の実施にあたり開発されたオンラインデータベースを他のソフトウェアと統

合的に発展させ、維持管理すること。 

b）TMP では卸売市場からは生産業者や生産地特定までトレースバックができないこ

とが明確な課題として確認された。MARD はトレーサビリティの規定をすでに設定

しているが、その効果的実施に取り組む必要がある。 

c）NAFIQAD は国家モニタリングプログラムの調整機関であり、ベトナム国民の健

康保護の確保の観点に重点をおき、PPD、DAH との調整・管理機能の強化、その他

関係省庁との関係強化、検査対象や検査項目の充実を図るべきである。 

3）その他 

a）食品安全全体を改善する観点から、NAFIQAD は、消費者、事業者等が意見を表

明する機会や話し合う機会を提供し、相互理解を深めるリスクコミュニケーション

にも取り組んでいく必要がある。 

b）NAFIQAD 本部と各支局は、各支局の検査機能の向上について、ウェブサイトの

更新はじめ、セミナーや研修の提供などの手段を講じ、迅速に利用者に伝えるよう 
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取り組むべきである。 

 

３－７－２ 教訓 

（1）プロジェクトが採用した段階的人材育成手法（本邦研修・機材調達⇒OJT 準備⇒日本

人専門家を交えての OJT⇒他の技師へのエコートレーニング）は、技術と実践的能力の

習得に効果的・効率的であり、コアトレーナーの自信獲得につながっている。 

 

（2）プロジェクトがベトナムの食品安全に対するニーズをとらえた時機に形成・実施され

たため、プロジェクトのスコープ外での様々な取り組み（機材・施設整備、ISO 等）との間

でも相乗効果が見られ、また、移転された技術は統合的に実務に取り入れられた。 

 



 

－1－ 

第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）において農林水産業は 2009 年における

全 GDP の 20.9％、全就業人口の 51.9％を占める基幹産業である。他方、食品安全面では政策・

制度の未整備や管理者の能力不足等の問題もあり、2006～2010 年には、被害者 33,168 人、死亡

者 259 人を出す食中毒が発生し、健康被害が生じている。 

 

ベトナムは 2007 年に WTO の加盟国となり、物資や人の国境を越えた自由な往来がさらに活発

になりつつある状況下で、国際基準に沿った安全な食品を人々に供給することが急務となってい

る。また、SPS の履行に向け食品衛生の確保等を促進するため、適切な検査･モニタリング体制

の確立が重要であり、その強化に向けて日本の知見・経験が必要であるとして、わが国の技術支

援が要請された。 

 

これを受け、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生･安全管理に係る政策・制度の助言を行う SPS

政策アドバイザーを専門家として派遣し、ベトナム政府内における SPS を巡る現状と課題、SPS

センター設立に向けてのベトナム側の人的、予算的配置等を明らかなものとした。特に農水産食

品に関しては、輸出検査に重きが置かれており、国内食品のモニタリング検査は対象とする地域、

食品群、検査項目、実施時期が限定されているため食品全体の安全性の把握が難しいという課題

が認められた。 

 

本技術協力プロジェクトは、農水産食品の安全性確保に必要な農薬・抗生物質・重金属等の残

留物質や微生物等の検査体制の強化及び検査官の技能向上を通じて、多種多様な農水産食品のモ

ニタリング検査体制の構築・強化に寄与することを目的として、2011 年 12 月から 3 年間のプロ

ジェクトとして実施されている。 

 

今般、これまでの進捗と成果を確認するとともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、持続性）に基づき評価を行い、プロジェクトの残りの期間で取るべき措置及びプロジ

ェクトから得られる教訓を検討するため、終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（1）調査団構成及び調査期間 

担当分野 氏 名 所  属 現地日程 

総括・団長 牧本 小枝 JICA 人間開発部保健第二グループ保健第三

チーム 課長 

2015/7/24～8/2 

技術参与（食

品安全） 

今川 正紀 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部 監視安

全課 輸入食品安全対策室 室長補佐 

2015/7/25～8/2 

技術参与（食

品検査） 

遠藤 泰吾 厚生労働省 横浜検疫所輸入食品検査センタ

ー 統括検査官 

2015/7/22～8/2 
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評価分析 松本 彰 A&M コンサルタント有限会社 代表取締役 2015/7/14～8/2 

協力企画 菊池 雅子 JICA 人間開発部 保健第三チーム ジュニア

専門員 

2015/7/24～8/2 

 

（2）調査行程 

2015 年 7 月 14 日～8 月 2 日 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

国家モニタリングプログラムが拡充することにより、農水産食品の安全性の改善に寄与す

る。 

 

（2）プロジェクト目標 

NAFIQAD において農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が強化される。 

 

（3）成果 

成果 1：NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 

成果 2：農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが改善される。 

成果 3：農水産食品の安全性確保に係る政府担当者〔NAFIQAD、MARD 国際協力局

（International Cooperation Department：ICD）及び SPS オフィス、PPD、DAH〕が

育成される。 

 

（4）協力期間 

2011 年 12 月 1 日～2014 年 11 月 30 日（3 年間） 

 

（5）対象地域 

ハノイ（NAFIQAD 本部）、NAFIQAD 支局 4（ホーチミン市）、支局 6（カントー市）及び

両支局の所管地域 

 

（6）相手国機関名 

農業農村開発省国際協力局 SPS オフィス、NAFIQAD、PPD、DAH 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法 

 

本評価調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン（第一版）に基づいて、評価手法としてプロジ

ェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management:PCM）の評価手法を採用した。PCM

手法を用いた評価は、プロジェクト運営管理のための要約表である、1）PDM に基づいた計画達

成度の把握（投入実績、活動状況、成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込み）、2）評価 5

項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点に基づいた収集データの分析、3）

分析結果からの教訓、提言のまとめの 3 点で構成されている。 

また本評価調査は、これまでのプロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロ

ジェクト残りの協力期間並びに本件終了後における対応方針についても検討し、ベトナム側と合

意を行った。なおプロジェクト活動を客観的に評価するために、ベトナム側からも 1 名、評価調

査団の一員として評価に参加している。 

 

２－１ 評価手順 

２－１－１ 資料レビュー、評価グリッドの作成 

本評価にあたっては、プロジェクト PDM の内容を確認したうえで、2013 年 12 月にベトナム

側と日本側で PMU にて協議し合意した PDM（Version IV）

1
を、評価用 PDM として利用するこ

ととした。 

そして、それに基づき、本調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。 

それぞれの評価設問に対しては、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討

を行い、この結果を、下記のとおり、評価グリッド（和文･英文）を作成し、評価デザインを

した。 

 

表２－１ 評価グリッドにおける評価項目 

 評価設問 

大項目 小項目 

実績の検

証 

上位目標は達成される

見込みか 

前年の結果に基づいて国家モニタリングプログラムが更

新されるか 

プロジェクト目標は達

成される見込みか 

試行モニタリングプログラムがパイロットサイト（ホーチ

ミン市とカントー市）で実施され、その評価結果が国家モ

ニタリングプログラムの翌年の実施計画に反映される 

成果は達成されている

か 

1．NAFIQAD の検査能力が向上する 

2．農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラ

ムが改善される 

3．農水産食品の安全性確保に係る政府担当者の能力が向

上する 

  

                                                        
1 ちなみに、実情に即した内容にPDMを修正することが中間レビューにて提案され、評価結果とともにM/Mに盛り込まれた。 
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実施プロ

セスの検

証 

活動の進捗は予定どお

りか 

活動は予定どおり行われたか 

活動の進捗に影響を与えた要因は何か 

プロジェクトマネジメ

ントは適切に実施され

ているか 

プロジェクトのモニタリングは行われていたか 

モニタリングの仕組みは適切か 

関係機関の役割は明確か 

 専門家と C/P との関係

は適切か 

専門家と C/P とのコミュニケーションは円滑に行われた

か 

C/P に意識の変化はあったか 

相手国実施機関のオー

ナーシップは高いか 

C/P は適正に配置されたか 

プロジェクト実施に際し適切な予算配分・人材配置がとら

れたか 

妥当性 上位目標とプロジェク

ト目標はドナーと相手

国の政策及びターゲッ

トグループのニーズと

整合しているか 

ベトナムの開発政策に合致した上位目標とプロジェクト

目標の妥当性 

ベトナムのニーズに合致した上位目標とプロジェクト目

標の妥当性 

日本の援助政策に合致した上位計画とプロジェクト目標

の妥当性 

有効性 プロジェクトの実施に

より、期待される効果

が得られているか。プ

ロジェクトは有効か 

プロジェクト目標の達成度 

各成果のプロジェクト目標達成との関連性 

活動・成果・プロジェクト目標の関係の適切性・論理性 

外部条件の影響 

効率性 投入に見合った成果が

達成されているか 

成果の達成度合いの適切度 

投入された人材・研修・機材の適正度とその活用度 

インパク

ト 

プロジェクト実施の効

果はあるか 

上位目標達成の見込み 

上位目標の達成はプロジェクト目標の達成によりもたら

されるか 

予期しないインパクト

が見られたか 

予期しなかった正のインパクト 

予期しなかった負のインパクト 

持続性 プロジェクトの便益は

プロジェクト終了後も

持続するか 

制度面 

財政面 

技術面 

持続性に関する促進要

因・阻害要因は何か 

促進要因・阻害要因 

 

（1）データ収集方法：事業関係者への質問票（アンケート）調査 

現地調査に先立ち、評価分析を担当する団員が、上記の評価グリッドに基づき、カウンタ

ーパートに対して、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目に関する質問票を作成

した。 

同質問票はベトナム語に翻訳のうえ、事前に関係者に配布し、現地入りする前に回答が得

られるよう試みたが、配布先が多様で異なる所属先であること、回答がベトナム語なので、

最終的に英語に翻訳する必要性があったことから、同団員の現地調査開始前に回答を得るこ

とはできず、現地訪問開始時に回収した。作成した質問票及び質問票への回答の集計結果は
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付属資料に示したとおり。 

また日本人専門家に対しては、事前に専門家が取りまとめた投入実績や終了時評価用資料

はじめ、プロジェクト作成資料を元に、メールを用いてプロジェクト活動内容の確認や不明

な点などの質疑応答を行った。 

 

２－１－２ プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

現地調査中は、C/P 及び日本人専門家さらにプロジェクト関係者に面会し、事前入手資料や

上記質問票結果、メールから得られない情報の補完的な収集につとめるとともに、プロジェク

トに対する意見や提案を収集した。 

本プロジェクトの達成度や成果を捉えるうえで、プロジェクト側からプロジェクト活動進捗

にかかる詳細な報告を受けるとともに、相手国関係機関、日本人専門家、その他関係者（サン

プル調査の協力者である農業・農村開発局（地方組織）（Department of Agriculture and Rural 

Development：DARD）や、サンプル調査の対象地である卸売市場の関係者）、さらにプロジェ

クト関係者（他ドナー等）に対し、インタビューを実施するとともに、現地視察を行った。 

 

２－１－３ 合同調整委員会への報告 

現地でのインタビュー及び現場訪問の結果を評価 5 項目としてまとめ、現地でベトナム側と

協議のうえ、内容を合意した。合意した評価結果の内容に基づき、合同評価調査報告書（Joint 

Evaluation Report 英文）（付属資料 1）として取りまとめられ、2014 年 7 月 31 日に会議議事録

（Minutes of the Meeting：M/M）を双方で協議し署名を行った。なお署名者は日本側（JICA 評

価団長）、並びにベトナム側 2 機関（NAFIQAD 及び ICD/MARD：M/M は付属資料参照）。 

また翌日 8 月 1 日に開催された合同調整委員会に提出し、評価結果報告、協議を行った。 

 

２－２ 評価 5 項目 

評価項目 評価観点 

妥当性 評価時点において、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかをベトナ

ム政府の政策、ターゲットグループのニーズ、日本の援助政策との整合性の観点

から検討する。 

有効性 プロジェクトの成果の達成度合い、及び成果がプロジェクト目標の達成度にどの

ように寄与しているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から産生される成果の程度は、タイミング、質、量の観点か

ら妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果や正負のインパクトを、当

初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、あ

るいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、政策面、財政面、

技術面からプロジェクトの持続性の見込みを考察する。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入の実績 

日本側、ベトナム側は、討議議事録（Record of Discussion：R/D）及び PDM、PO に基づき、以

下の投入を行った。 

1）日本側 

a）専門家派遣 

長期派遣専門家は、プロジェクト開始当初から終了時評価時点まで、チーフアドバイザ

ー、業務調整員の 2 名を派遣している。また、モニタリング計画、残留農薬分析、病原微

生物、アフラトキシン、残留動物用医薬品分析の分野で計 8 名の短期派遣専門家を派遣し

た。（詳細は合同評価レポート英文の Annex 5-1 のとおり） 

b）C/P トレーニング 

・本邦研修：食品衛生行政/モニタリング計画、残留農薬分析 I/II、病原微生物、残留動物用

医薬品分析 I/II、サンプリング、アフラトキシン、重金属分析、試験所精度管理（標準作

業手順法）（Good Laboratory Practice：GLP）の計 10 回（31 名参加）の研修（詳細は合同

評価レポートの Annex 5-3 のとおり）。 

・短期派遣専門家による OJT：食品衛生行政/モニタリング計画、残留農薬分析 I/II、病原微

生物、残留動物用医薬品分析 I/II、アフラトキシン。 

・セミナー/ワークショップ：TMP データベース・ワークショップ、TMP 評価セミナーを実

施。 

・エコー・トレーニング：残留農薬分析、病原微生物、アフラトキシン、残留動物用医薬

品分析及びサンプリング（3 回開催）を実施（詳細は合同評価レポートの Annex 5-5 のと

おり）。 

c）機材供与 

終了時評価時点までに、LC/MS/MS、振とう器、超純水製造装置、標準品など合計総額

147 万 USD 相当が支局 4 と 6 に供与された（詳細は合同評価レポートの Annex 5-4 のとお

り） 

d）プロジェクト関係費用 

2011 年の開始時から 2014 年 6 月末までの日本側負担の現地業務費（旅費、宿泊費、会議

費などを含む）は 4,800 万円相当が支出されている。そのうち、OJT 用機材、試行モニタリ

ングプログラムは 3,100 万円相当。（詳細は合同評価レポートの Annex 5-6 のとおり） 

 

2）ベトナム側 

a）C/P 

C/P における PMU として、PMU メンバー3 名、PMU 支援スタッフ 10 名を配置した。ま

た、試行モニタリングプログラムの開発と実施の作業チームに 8 名、サンプリングの作業

チームに 8 名を配置した。（詳細は合同評価レポート Annex 5-2 のとおり） 

b）ローカルコスト（C/P budget） 

2012 年から 2014 年 6 月までのプロジェクトのローカルコストは、プロジェクトの準備費、

手当などの管理費、プロジェクト実施における活動費などを含み合計は 68 億 7,000 万 VND
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（3,000 万円相当）である。（詳細は合同評価レポート Annex 5-6 のとおり）。 

 

３－２ 活動の実績 

PDM に基づき、以下のとおり活動を実施したことが確認された。 

表３－１ 活動の達成度（終了時評価時点） 

活動 達成度 

活動 1 

1-1 ターゲットグループの職員に

対して、日本において検査技術研

修（サンプリング、検査、GLP な

ど）を実施する。 

2012 年と 2013 年に本邦研修が実施。研修分野は、食品衛

生行政/モニタリング、残留農薬分析 I/II、病原微生物、残

留動物用医薬品分析 I/II、サンプリング、アフラトキシン、

重金属分析。なお GLP 研修は 2014 年 7 月に実施された。 

1-2 高度な検査方法に係る研修を

NAFIQAD 支局 4 及び 6 にて実施す

る。 

2012 年と 2013 年に短期派遣専門家による最新検査技術の

OJT が NAFIQAD 支局 4 と 6 で実施。分野は、残留農薬分

析 I/II、病原微生物、残留動物用医薬品分析 I/II、アフラ

トキシン。（重金属分析研修は 2014 年 8 月に計画されてい

る） 

1-3 日 本 の 経 験 に 基 づ き 、

NAFIQAD の職員に対して GLP 研

修を実施する。 

本邦研修は 2014 年 7 月に実施されたが、短期派遣専門家

による NAFIQAD 職員への GLP 研修はまだ開始されてい

ない。（短期派遣専門家による GLP 研修は 2014 年 8 月に

計画されている） 

1-4 検査手法の標準化のために、

SOP を制定または改定する。 

以下の 5 つの SOP が制定、承認された。 

・残留農薬の一斉同時分析 I 法の SOP、1 件 

・残留動物用医薬品分析 I 法の SOP、1 件 

・アフラトキシンの SOP、1 件 

・PCR によるコレラ菌 O1 及び、O139 のための SOP、1

件 

・PCR による食品の大腸菌 O157 のための SOP、1 件 

現在、下記の 3 つの SOP が制定中（作成中／未決裁のも

の）。 

・残留農薬分析 II 法の SOP、1 件 

・残留動物用医薬品分析 II 法の SOP、1 件 

・重金属分析の SOP、1 件（有機と無機の 2 種類あり） 

活動 2 

2-1 日本において、C/P に対して

行政研修を実施する。 

C/P に対し、食品衛生行政/モニタリング計画の行政研修が

2012 年本邦で実施された。 

2-2 行政研修の成果を元に、モニ

タリング指標及び実施体制を選

択・分類する。 

サンプリング・ガイドラインが策定され、TMP は、以下

のパラメーターを採用し、2013 年 5 月に開始、2014 年 4

月に実施が完了した。 

-サンプリングサイト：ホーチミン市とカントー市の卸売

市場 

-対象品目：豚肉、鶏肉、葉物野菜、果実野菜、海水魚、

カシューナッツ、米、養殖魚 

-検査項目：サルモネラ、残留農薬（71 項目）、アフラト

キシン、βアゴニスト、ニトロフラン、テトラサイクリ
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ン、エンロフロキサシン/シプロフロキサシン 

-サンプル件数：品目と項目毎に 231 のサンプル検体 

-体制：サンプリングは DARD、検査は NAFIQAD 支局 4

と 6、データは NAFIQAD SRA（南部総括支所）（Southern 

Regional Authority：SRA）で収集された。 

2-3 活動 2-2 を踏まえて、パイロ

ットサイトにおいて農水産食品の

TMP を実施し、評価する。 

TMP は 2013 年 5 月から 2014 年 4 月までの 1 年間、パイ

ロットサイトにて実施され、NAFIQAD SRA がモニタリン

グデータを収集し、NAFIQAD 本局への報告を行った。

2014 年 3 月に、TMP にかかるオンラインによるデータベ

ースシステムが完成。1 年間の試行モニタリングで収集さ

れ蓄積されたデータは、短期派遣専門家の協力を得つつ、

とりまとめられ、評価が 2014 年 5 月に行われた。 

2-4 関係機関に TMP の成果やプ

ロジェクトの経験を普及するため

にワークショップを開催し、関連

機関より国家モニタリングプログ

ラム改善のための意見を収集す

る。 

＜本活動は中間レビュー時に新たに追加されたもの＞ 

C/P の事情により、本ワークショップ（TMP 評価セミナー）

は 2014 年 8 月の実施を計画。 

2-5 データベースの評価結果に基

づき国家モニタリングプログラム

の改善案を作成する。 

データベースの評価結果に基づき国家モニタリングプロ

グラムの改善案のドラフトを現在、策定中である。 

活動 3 

3-1 本邦研修受講者を対象に、パ

イロットサイトにおいて OJT を実

施する。 

C/P のための OJT は短期派遣専門家によって実施された。

分野は、残留農薬分析 I/II、残留動物用医薬品分析 I/II、

病原微生物、アフラトキシン分析、食品衛生行政/モニタ

リング計画。（重金属分析並びに GLP 研修は 2014 年 8 月

に計画されている） 

3-2 OJT にて高度技術を習得した

C/P が、対象である検査機関の技術

者を対象に、エコートレーニング

を実施する。 

プロジェクト支援によって高度な技術を習得した

NAFIQAD 職員によって、ターゲットグループの検査機関

の技術専門家にエコートレーニングを実施。分野は、サン

プリング、残留農薬分析 I/II、動物医薬品分析 I/II、アフ

ラトキシン、病原微生物。 

（重金属分析にかかるエコートレーニングは 2014 年 8 月

に計画され、また残留農薬分析、残留動物用医薬品、重金

属については、2014 年 9-10 月に計画されている） 

 

３－３ 成果達成度 

成果 1 指標 達成度 

1-1 選定されたパイロットサイト

において、水産食品のみならず農

産食品も検査が実施される。 

（プロジェクト開始時）パイロットサイトにおける検査

は、水産食品のみ。 

 

NAFIQAD 支局 4 と 6 は、従来からモニタリング実施して

いた水産物（魚、エビ、二枚貝）だけでなく、機材供与や、

本邦及び OJT 研修での技術移転の結果、農産物の検査
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（例：米、葉物野菜、果実野菜、ナッツ、鶏肉、豚肉）も

できるようになった。また水産食品の検査に係る技術も向

上した。 

 

パイロットサイトとして選択されたパイロットサイトとして選択されたパイロットサイトとして選択されたパイロットサイトとして選択された NAFIQAD 支局支局支局支局 4 とととと 6

は水産食品のみならず農産食品の検査も実施しており、は水産食品のみならず農産食品の検査も実施しており、は水産食品のみならず農産食品の検査も実施しており、は水産食品のみならず農産食品の検査も実施しており、

指標指標指標指標 1-1 は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。 

1-2 新しい SOP による検査項目

数がパイロットサイトにおいて最

低 130 に増加する。 

（プロジェクト開始時）0 

 

技術移転によって作成された新たな SOP と、それによっ

て可能となった検査項目は以下のとおり（2014 年 6 月末

時点で作成・承認済みの SOP）。 

・残留農薬分析 I 法：71 項目 

・残留動物用医薬品分析 I 法：32 項目 

・アフラトキシン：4 項目 

・微生物：3 項目 

現時点で作成中／未決裁のものは以下のとおり。 

・残留農薬分析 II 法：SOP、1 件（約 40 項目） 

・残留動物用医薬品分析 II：SOP、1 件（約 40 項目） 

・重金属分析：SOP、1 件（約 5 項目）（OJT は 2014 年 8

月予定） 

 

以上のとおり、新たな以上のとおり、新たな以上のとおり、新たな以上のとおり、新たな SOP での検査可能項目数は、現時での検査可能項目数は、現時での検査可能項目数は、現時での検査可能項目数は、現時

点で点で点で点で 110 項目となっており、今後の承認分を含めると項目となっており、今後の承認分を含めると項目となっており、今後の承認分を含めると項目となっており、今後の承認分を含めると

PDM で定められた目標指標数ので定められた目標指標数ので定められた目標指標数ので定められた目標指標数の 130 を超えることから、を超えることから、を超えることから、を超えることから、

指標指標指標指標 1-2 は達成可能と判断される。は達成可能と判断される。は達成可能と判断される。は達成可能と判断される。 

1-3 認定された SOP が NAFIQAD

支局 4 と 6 において整備される。 

（プロジェクト開始時）0 

新たに修正/確立/公表された SOP は以下のとおり 

・ ガスクロマトグラフ / タンデム質量分析計（ Gas 

Chromatography / Tandem Mass Spectrometer：GC/MS/MS）

と LC/MSMS による残留農薬の一斉同時分析の SOP、1 件 

・残留動物用医薬品分析 I 法の SOP、1 件 

・アフラトキシンの SOP、1 件 

・微生物の SOP、2 件（PCR によるコレラ菌 O1、O139 の

ための SOP、ポリメラーゼ連鎖反応法（Polymerase Chain 

Reaction-method：PCR）による食品の大腸菌 O157 のた

めの SOP） 

・モニタリングのためのサンプリングの SOP、1 件（農水

産物の食品安全モニタリングのためのサンプリング・ガ

イドライン） 

・現在、作成中・未決裁の SOP（残留農薬 II、残留動物用

医薬品分析 II、重金属分析） 

 

認定された認定された認定された認定された SOP はははは NAFIQAD 支局支局支局支局 4 とととと 6 で実用化のためで実用化のためで実用化のためで実用化のため

に既に整備され、研修受講生によって、そのに既に整備され、研修受講生によって、そのに既に整備され、研修受講生によって、そのに既に整備され、研修受講生によって、その SOP を使用を使用を使用を使用
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したモニタリングの検査が実施されている。よって、指したモニタリングの検査が実施されている。よって、指したモニタリングの検査が実施されている。よって、指したモニタリングの検査が実施されている。よって、指

標標標標 1-3 は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。は既に達成されたと判断される。 

 

成果 2 指標 達成度 

2-1 TMP がパイロットサイトで

実施される。 

（プロジェクト開始時）存在せず 

 

2013 年 5 月から 2014 年 4 月までの 1 年間、パイロットサ

イトにて TMP は実施された。 

NAFIQAD SRA によって、月次報告書は作成され、一方、 

TMP（データベースの評価を含む）のファイナルレポート

は、作成中である。 

 

よって、指標よって、指標よって、指標よって、指標 2-1 のののの TMP のパイロットサイトでの実施はのパイロットサイトでの実施はのパイロットサイトでの実施はのパイロットサイトでの実施は

達成されたと判断される。達成されたと判断される。達成されたと判断される。達成されたと判断される。 

2-2 データベースの評価が実施さ

れる。 

（プロジェクト開始時）存在せず 

 

オンラインによるデータベースシステムは外部コンサル

タントにより完成し、そこに蓄積された試行モニタリング

のデータは、短期派遣専門家の協力を得つつとりまとめら

れ、TMP（データベースの評価を含む）のファイナルレポ

ートは 2014 年 7 月に完成している。今後、同レポートに

ついて関係者と議論が行われる予定である。 

 

よって、指標よって、指標よって、指標よって、指標 2-2 は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。 

2-3 TMP の経験に基づき国家モ

ニタリングプログラムの公表書式

が提案される。 

TMP のファイナルレポートの完成後、国家モニタリング

プログラムにかかる公表書式も設定される見込みである。 

 

よって、指標よって、指標よって、指標よって、指標 2-3 はははは TMP のファイナルレポートの完成をのファイナルレポートの完成をのファイナルレポートの完成をのファイナルレポートの完成を

もって、達成予定であると判断される。もって、達成予定であると判断される。もって、達成予定であると判断される。もって、達成予定であると判断される。 

 

成果 3 指標 達成度 

3-1 管理研修を受講した職員のう

ち、少なくとも 50％が国家モニタ

リングプログラムの運営管理・改

善に従事する。 

（プロジェクト開始時）0 

 

これまで管理研修の受講者は 8 名（NAFIQAD 本部 2 名、

NAFIQAD SRA1 名、支局 4、5、6 の各 1 名、PPD1 名、

DAH 1 名）。このうち、支局 5 の 1 名を除く 7 名が TMP

の策定に直接かかわった。また、3 名（NAFIQAD 本部、

SRA）が TMP の実施にかかる運営・管理に関与しており、

他の 4 名（支局 4、6、PPD、DAH）は必要に応じて支援

をしている。 

TMP の実施完了後、行政研修（管理）研修の受講者 8 名

中、3 名（NAFIQAD 本部 2 名、NAFIQAD SRA1 名）は、

中心メンバーとして、また少なくとも 2 名（支局 4 か 6

から 1 名、PPD ないし DAH から 1 名）が支援要員として、
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国家モニタリングプログラムに従事予定である。 

 

よって、指標よって、指標よって、指標よって、指標 3-1 の達成される可能性は非常に高いと判断の達成される可能性は非常に高いと判断の達成される可能性は非常に高いと判断の達成される可能性は非常に高いと判断

される。される。される。される。 

3-2 OJT を受けた C/P の中で少な

くとも 1 名が、各研修項目に関す

る指導者となり、エコートレーニ

ングを実施する。 

（プロジェクト開始時）0 

 

本邦研修及びベトナム国内で OJT を受けた職員は、研修

項目に応じて 6 つのエコートレーニングの実施にかかわ

った。各研修項目の指導者数は以下のとおり。 

残留農薬分析 I 法 2 名、残留農薬分析 II 法 1 名、残留動物

用医薬品分析 I 法 1 名、残留動物用医薬品分析 II 法 1 名、

病原微生物 1 名、アフラトキシン分析 1 名。 

サンプリングにかかる研修は、本邦研修受講の 2 名が講師

となり、3 つのエコートレーニングを実施した。 

 

重金属分析にかかる研修は、本邦研修受講の 1 名が講師と

なり、この 8 月にエコートレーニングを実施予定である。 

 

よって、指標よって、指標よって、指標よって、指標 3-2 はほぼ達成予定であると判断される。はほぼ達成予定であると判断される。はほぼ達成予定であると判断される。はほぼ達成予定であると判断される。 

 

プロジェクト目標指標 達成度 

国家モニタリングプログラムを実

施する NAFIQAD の担当部署が規

定される。 

国家モニタリングプログラムを実施するため、NAFIQAD

の担当部署が既に以下のとおり規定され、機能している。 

NAFIQAD 内では、「水産品質管理課」が水産品プログラ

ムを担当しており、一方、「農林及び塩品質管理課」がそ

の他分野（畜産、植物）プログラムを担当している。 

 

よって、同指標よって、同指標よって、同指標よって、同指標 1 は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。は達成されたと判断される。 

TMP がパイロットサイト（ホーチ

ミン市、カントー市）で実施され、

TMP の評価結果が国家モニタリン

グプログラムの翌年の実施計画に

反映されること。 

1年間の TMPはパイロットサイトで 2013年 5月開始され、

2014 年 4 月に完了した。その間に収集され、データベー

スに蓄積されたデータは、短期派遣専門家の協力を得つ

つ、分析・評価が行われた。同プログラム（データベース

の評価を含む）のファイナルレポートは、2014 年 7 月に

作成され、8 月に開催予定の TMP ワークショップで関係

者に共有予定である。よって TMP の評価結果は、試行モ

ニタリングの優位性、検査分析結果を元にして、2014 年

11 月頃に計画される来年（2015 年）度の国家モニタリン

グプログラムの実施に反映される予定である。 

 

よって、同指標よって、同指標よって、同指標よって、同指標 2 はプロジェクト終了前に達成予定であはプロジェクト終了前に達成予定であはプロジェクト終了前に達成予定であはプロジェクト終了前に達成予定であ

ると判断される。ると判断される。ると判断される。ると判断される。 
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上位目標指標 達成予測 

農水産食品の安全性に係る国家モ

ニタリングプログラムが前年の結

果に基づき毎年更新される。 

プロジェクト支援で行われた TMP は、国家モニタリング

プログラムの実行計画に反映される予定である。また

NAFIQAD は、TMP のファイナルレポート及び TMP ワー

クショップの結果を踏まえ、その結果や教訓を活用し、翌

年の国家モニタリングプログラムを改善、更新するとして

いる。それ以降の国家モニタリングプログラムについて

も、本プロジェクトの成果を活かし、プログラムの評価を

実施し、その結果を次年度のモニタリング計画策定へ反映

させていく方針。以上のように、国家予算が配分されうる

限り、国家モニタリングプログラムは実施されることか

ら、農水産品の食品安全の向上に大きな貢献が期待され

る。 

 

＜TMP における情報管理プロセス＞ 

本プロジェクトで導入されたオンラインによるデータベースシステム（ソフトウェア利用）の

情報フローは以下のとおりである。 

（なお、インプットするデータの情報管理プロセスを整理したうえで、ソフトウェアを利用した

実際のパソコン画面上に表したものが表にあるもの） 

 

表３－２ オンラインによるデータベースシステムの情報フロー 
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３－４ 実施プロセス 

本プロジェクトの実施プロセスとして、プロジェクトの活動が計画どおり実施されたか、また

プロジェクトが円滑に運営管理されたか、実施プロセスに促進/阻害要因はなかったかなどを見る

ため、プロジェクトスケジュール表（詳細は合同評価レポートの Annex 6 のとおり）をもって確

認した。 

 

３－４－１ プロジェクト進行上の構造及びプロセス 

プロジェクトの各活動は、当初の計画どおり実施された。またプロジェクトの実施過程にお

いて、実施機関の高い関心と意欲、さらに派遣専門家の専門性がプロジェクトの円滑な進展に

大きく貢献した。なおプロジェクト実施にかかる組織構造は下記表のとおり。 

 

表３－３ プロジェクト実施にかかる組織構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト開始後 6 カ月以内に、PMU 及び合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）が設立された。また、PMU によって日本人専門家とともにプロジェクト活動の計画・実

施に従事する 10 名の PMU 支援スタッフが選ばれた。2012 年の中盤には、試行モニタリングプ

ログラムの策定・実施・管理を担当する作業チーム及びサンプリング SOP の策定を担当する作

業チームが結成された。これらのチームメンバーは、PMU によって、NAFIQAD の関連部署や

支局から選ばれ、プロジェクト活動推進のためにそれぞれ役割が与えられている。 

 

プロジェクトのスケジュールは、毎年年度当初に PMU と日本人長期専門家との協議を通し

て策定されるプロジェクト活動の年間計画書によって管理されている。計画書は PDM に記載

されている各成果のそれぞれの活動ごとに、準備作業項目、作業担当チーム、作業締め切り期

日が明記されており、PMU はじめ各作業チームメンバーと共有され、月例の PMU 会議にて進
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捗を確認している。PMU 会議は、PMU メンバーと各作業チームが集まり、活動進捗以外に問

題点や課題の共有、並びにそれらの解決策を協議する場として機能している。 

 

JCC は、JICA ベトナム事務所、プロジェクト、C/P はじめ他省庁の関連部署の代表者で構成

され（PPD 及び DAH の代表者を含む）、毎年 1 回、メンバーによる会議を開催している。JCC

は、プロジェクトの運営管理に関する日越合同の意思決定の場であり、R/D に明記されている

とおり、プロジェクトの進捗モニタリングとその年の年間計画の共有、課題等を協議すること

が主な目的である。 

 

2012 年 5 月に開催された第 1 回の JCC 会議では、JCC メンバーに対してのプロジェクト開

始の宣言とプロジェクト内容の紹介、初年度の活動と予算の確認等を行った。2013 年 6 月の第

2 回 JCC においては、それまでの 1 年間で実施した活動のレビューと今後 1 年間の活動計画を

共有した。なお、2013 年 9 月にはプロジェクトの中間レビューが実施されたが、その際に提案

された PDM（Ver.3）の改訂版（Ver.4）については、同年 11 月に JCC によって承認された。 

 

TMP については、準備段階において PMU と TMP 作業チームによって入念に実施プロセス

が検討され、その結果、以下の実施体制が組織された。 

 

表３－４ TMP の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TMP の実施を通して、関連機関の連携体制が構築され、また TMP 活動の円滑かつ効果的な

実施のみならず、実施に携わった関係者の技術の向上にも寄与した。 

なお、通常のモニタリングにおけるサンプル採取が DARD の本来業務の一部であることから、
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TMP のサンプリング活動（サンプル採取とサンプルの支局 4 と 6 の検査機関への搬送）に関し

ては、ホーチミン市とカントー市の DARD が担当した。 

DARD は当プロジェクトの C/P ではない（PDM に C/P としての記載がない）ことから、TMP

のサンプリング活動に係る人事と予算措置に関する DARD との調整には想定外の時間と労力

を要したが、DARD が本プロジェクトへ参画したことによって、TMP はより効果的・効率的に

実施された。 

 

３－４－２ 技術移転のプロセス 

本プロジェクトの要の活動である C/P の技術者と行政官の人材育成は、以下の図に示すとお

り、カスケード方式の研修プロセスを通して実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 研修を通じた能力開発フロー 
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第４章第４章第４章第４章    評価結果（評価結果（評価結果（評価結果（5 項目ごとのレビュー結果）項目ごとのレビュー結果）項目ごとのレビュー結果）項目ごとのレビュー結果） 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの開始以降、これまでベトナム側の政策及び日本側の援助方針において、農水

産物・食品の安全性確保はじめ、農業・地方開発にかかる支援政策、計画に大きな変更はなく、

本プロジェクトの妥当性は維持されている。さらにターゲットグループのニーズも高く、食品安

全確保の体制整備にかかるベトナム関係機関／者の能力強化の重要性は高い。 

 

（1）ベトナム国家政策・事業との合致 

本件は、ベトナム政府の政策、戦略方針に沿ったものであることが以下の事項からも明ら

かである。 

1）ベトナムは 2007 年に WTO に加盟し、科学的な根拠に基づいてヒト、植物、動物の健康

を守るために SPS を順守することが要求されている（下記、「国家行動計画」を参照）。 

2）2010 年に制定され、2011 年に施行された「食品安全法」（No.55/2010/-QH12）において、

MARD の責務として、農水産品の生産から、流通、輸出入のすべての過程における食品安

全管理及び農水産食品にかかる食品安全政策、食品安全の監視等の実施が規定されている。 

3）2012 年にベトナム政府により策定された「2011 年から 2020 年及び 2030 年に向けた食

品安全のために国家戦略」（首相決定文書 No. 20/QD-TTg, Jan 04, 2012）においても、農水

産品の生産、加工、流通のすべての過程における食品安全にかかる検査・監視の強化が

MARD の責任として謳われている。 

4）上記のような法令・責務の元、MARD は年間の検査計画を国家モニタリングプログラム

として策定・実施し、その報告を国の意思決定のために提出することとなっている。 

以上のことから、ベトナムの開発政策との整合性の視点からみた妥当性は極めて高い。 

＜SPS 順守のためのべトナムの「国家行動計画」＞ 

WTO 加盟国としての義務を果たすため、SPS 協定の下でのコミットメントの実施促進に関する

「国家行動計画」が下記のとおり承認されている。「行動計画」における 5 つのコミットメン

ト： 

① WTO の承認したベトナムによる約束事項に基づいた SPS 協定の包括的な実行 

② 農林水産業及び食品加工業に関するベトナムの優位性の最大限の開発並びに否定的な影

響の最小限化 

③ 良質かつ毒性化学品や有毒微生物に汚染されていない農産物。食料の供給による国内外の

消費者の食品衛生安全の保証 

④ 国際市場におけるベトナム生産物の競争力と市場性の改善並びに農林水産物及び加工食

品の流通促進 

⑤ 輸入品におけるベトナム生産物の競争力と市場性の改善並びに農林水産物及び加工食品

の流通促進 

 

＜「食品安全法」（No.55/2010/-QH12）＞ 

① 2011 年 7 月 1 日に施行（なお、同法の施行に関する法令「第 38 号」は 2012 年 4 月 25 日

付で公布） 
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② 「食品安全」とは、食品が人間の健康、生命に危害を及ぼさないように保証することと規

定（第 1 章）。その他、食品安全保証に関する組織、個人の権利と義務、（2 章）、食品に関

する安全保証条件（3 章）、食品、食品取引における安全保証条件（4 章）、食品生産、食

品取引における食品安全に関する十分な条件の事業所への認証（5 章）、食品の輸出入（6

章）、食品広告、商品表示（7 章）、食品安全に関する情報、教育、伝達（9 章）と続く。 

③ 食品検査や国家の管理責任体制については、食品検査、食品安全に対する危機分析、食品

安全の事故に関する予防・防止・克服（8 章）並びに食品安全に関する国家管理（10 章）

に記載されている。 

 

（2）わが国の援助政策・JICA との整合性 

わが国の対ベトナム国別援助計画（2012 年 12 月）における重点分野の 1 つである「社会・

生活面の向上と格差是正（脆弱性への対応）」において、安全な農林水産物の供給を含む農

業技術普及が重点項目に挙げられている。 

同様に、JICA の対ベトナム国事業展開計画（同上）においては、本プロジェクトが「農業・

地方開発プログラム」に位置づけられており、農水産物・食品の安全性確保を含む農業技術・

能力開発の点からも合致しており、日本側の政策、援助実施方針と整合性を保っている。 

また、日越共同イニシアティブ（2003 年開始）において、行動計画の 1 つとして、食品安

全と衛生についての投資促進が挙げられており、日本からの支援内容にも関係が深い。なお、

2008 年 12 月に署名（2009 年 10 月発効）した日越経済連携協定（EPA 協定）においても、

ベトナムの食品衛生管理及び動植物検疫に係る能力向上のための技術協力を行うことが明

記されていることから、本プロジェクトがもつ外交的意義は大きい。 

 

＜JICA の対ベトナム国事業展開計画＞ 

協力プログラム名「農業・地方開発プログラム」 

協力プログラム概要「農水産品の高付加価値化を促進し農村部の持続的な経済振興を図るた

め、農水産物・食品の安全性確保、農民組織化、自然資源の持続的活用等、観光開発、農村部

の生計手段の多様化、地方インフラ整備等を支援するもの。」 

 

開発課題への対応方針＜農業・地方開発＞ 

持続可能な経済振興を図るため、以下項目を中心に支援を行うことが記載： 

① 農民主体の生産性の向上 

② 地域資源や立地を活かした産業育成 

③ 食品安全確保の体制整備等を通じた農水産品の高付加価値化の促進 

④ 越境性感染症対策などを通じた食料安全保障の強化支援 

 

（3）ターゲットグループのニーズとの整合性 

受益者（ターゲットグループ）である MARD 傘下の NAFIQAD、PPD、DAH はそれぞれ、

水産品、農産品、畜産品の検査や国家モニタリングの実施機関である。とりわけ、NAFIQAD

は、それらのモニタリングプログラムを一元的に管理・調整する役割を有していることから、

モニタリングプログラム改善能力を強化することが必須であり、また農水産食品を検査・管



 

－18－ 

理するだけでなく、そのための調整、マネジメント能力を強化するための人材育成を行うこ

とが求められていることから、C/P 機関として妥当であり、プロジェクト実施によってもた

らされる成果は受益者のニーズと合致している。 

 

（4）対象地域の選定 

本プロジェクトのパイロットサイトとして選ばれているホーチミン市とカントー市は、ベ

トナムの農水産品の生産・流通の拠点であり、ホーチミン市の NAFIQAD 支局 4 及びカント

ー市の NAFIQAD 支局 6 の保有する検査機関は、ともに検査実績が多く、設備・人材・技術

面においても他の検査機関よりも充実しているという点から、将来においても国内における

農水産品の検査機関として中心的枠割を果たし得るとの判断に基づき選定されたものであ

る。 

 

４－２ 有効性 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

既に第 4 章のプロジェクト実績で記載のとおり、順調にプロジェクト活動は実施され、3

つの成果をあげており、プロジェクト目標は達成される見込みである。 

 

PDM の指標の観点からは、プロジェクト目標の最初の指標（国家モニタリングプログラム

を実施する NAFIQAD の担当部署が規定される）は達成されており、第 2 の指標（試行的モ

ニタリングの評価結果を国家モニタリングプログラムの改善に反映させる）に関しての進捗

及び今後の計画は次のとおり。 

 

短期専門家の協力を得つつ、プロジェクトによる農水産品の TMP を通して、そのデータ

がモニタリング計画に基づき、順調に収集された。また科学的根拠に基づいてデータが収集

され、既にオンラインのデータベースが構築されている。また蓄積されたデータを元に、2014

年 4 月に TMP の評価が短期専門家（モニタリング計画 II）とともに実施され、その結果を

踏まえて、現在、国家モニタリングへの改善案を策定中である（TMP のファイナルレポート

は 2014 年 7 月に作成済み）。今後、データ結果を評価し、国家モニタリングプログラムの改

善のための提言を行うことが期待される。 

 

プロジェクト活動は、事前準備、周到な計画と設計によって実施に移され、問題解決に必

要な技術や実用的な技能が効果、効率的に移転が行われたと評価できる。 

サンプル収集から検査分析、最終報告化までのデータ管理は、精微で時間の係るプロセス

であるが、本件実施で、検査分析やモニタリング方法さらにはデータシステム管理まで、各

技術移転が成功裏に行われたと、本調査でのインタビュー及び質問票結果から報告されてい

る。 

なお、TMP の実施に際して、サンプリング調査は計画どおりに実施され、検査結果を元に、

違反例について生産者を特定できないという課題は残るが、違反地域が判明するなど、一定

の評価ができるものとなった。 

以上、プロジェクトの成果は期待どおり順調に達成されており、評価は高いと判断される。 
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＜オンラインデータベース構築について＞ 

データベース構築は、モニタリングプログラム実施に関係するすべてのスタッフ・機関（サン

プリング→検査機関→SRA→NAFIQAD 本部）との協議を経て、策定された。また、スペック

策定とデータベース研修を通して、モニタリング担当行政官の意識・能力は向上したと専門家

は評価している。 

 

（2）成果のプロジェクト目標への貢献 

検査体制は一般に、次の 3 つの要素から成り立っている。 

① 検査技術（分析機器と分析方法） 

② 検査マネジメント（分析のためのサンプリングとデータ処理） 

③ 検査人材（検査機関の管理者、分析官、サンプル収集者） 

 

この 3 要素は、プロジェクトの 3 つの成果に対応しており、プロジェクトの 3 つの成果（検

査機関能力の強化、モニタリングシステムの改善、スタッフの分析能力向上）の達成が、検

査体制を強化させるプロジェクト目標の達成に繋がることは論理的に明確であり、既に述べ

た通り、3 つの各成果が高い結果を生み出しており、こうした成果の達成により、プロジェ

クト目標である「NAFIQAD において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が構築、

強化される。」は、プロジェクト終了時までに達成されると考えられ、有効性は高い。 

 

検査機関の視察やプロジェクトの実施機関への質問票回答並びに聞き取りから、検査機関

で次のような結果、便益が出ていることが判明した。 

 

・一斉分析など新たな検査方法による SOP が作成されており、例えば、残留農薬一斉分析法

I 法（71 項目）、動物用医薬品一斉分析法 II 法（32 項目）、総アフラトキシン（4 項目）、

微生物（3 項目）など、検査項目数が大幅に増加した。加えて、残留農薬一斉分析法 II 法

（約 40 項目）、動物用医薬品一斉分析法 II 法（約 40 項目）、重金属分析法（約 5 項目）の

3 つの SOP が承認予定。さらに一斉分析によって、分析回数が減少し、VietGAP
2
承認にか

かる時間も短縮された。 

・農水産食品に係る検査を、より機能的に実施できるようになった（LC/MS/MS や GC/MS/MS、

誘導結合プラズマ質量分析装置（Inductively Coupled Plasma Mass Spectrometry：ICP/MS）、

conventional PCR などの高度な分析技術を使って、検査の精密化、効率化・迅速化が図ら

れた）。 

・検査記録の管理、精度管理、内部点検手法などの強化などにより、さらに検査機関の信頼

性向上が図られつつある。 

・新しい検査法及び最新機材の導入による知識及び検査技能の向上、分析指導者の養成、エ

コートレーニングによる人材育成により、実施機関の能力強化が図られた。 

・オンラインデータベース化によって、データ蓄積と効果的管理及び分析作業の効率化が可

                                                        
2 2008年にMARDが定めたベトナムの適正農業規範（GAP/Good Agricultural Practice）。人間と環境に対して安全な野菜を栽培

するための基準のこと。 
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能となった。 

・本件研修を通じて、残留農薬はじめ、動物用医薬品分析法、総アフラトキシン、病原微生

物にかかる新しい SOP が策定された（NAFIQAD の場合）。 

・本件研修を通じて、総アフラトキシンや残留農薬にかかる新しい SOP が策定された（PPD

の場合）。 

・本件研修を通じて、動物用医薬品分析法にかかる新技術が部署内に共有され、また同新技

術が検査機関に活用された（DAH の場合）。 

 

（3）本プロジェクト実施にかかる促進及び阻害要因 

終了時評価時に行った質問票回答、個人及びグループインタビューの結果などから、本プロ

ジェクトの効果発現に貢献した要因（目標達成の促進・阻害要因）は次のようなものである。 

1）促進要因 

a）プロジェクトの実施機関の C/P はじめ、主要メンバーの明確な業務分担や協力姿勢 

本プロジェクトにおいては、詳細計画段階からベトナムと日本とで密接に協議され、

具体的かつベトナムの事情に応じた計画策定が出来ている。またプロジェクト開始時の

PMU メンバーはじめ、実施機関の業務分担も明確であった。PMU の元、TMP（NAFIQAD

本局、NAFIQAD 南部総括支局、NAFIQAD 支局 4 & 6、ワーキングチーム）間で密接に

協力し、また問題が起きた時のタイムリーな対処があったことから、TMP の目的は計画

どおり達成された。以上のとおり、専門家と実施機関の C/P とが団結し、協力したこと

が、プロジェクトの進捗に貢献した大きな要因であると言える。 

 

b）効果的な技術移転のためのプロジェクトのアプローチと移転手法 

本プロジェクトの柱の 1 つである検査官の技術能力を向上させる取り組みにおいては、

技術移転のステップとして、「技術移転に必要な機材供与→C/P の本邦研修→試験法適用

の取り組み→ベトナムでの短期専門家による OJT→C/P によるエコートレーニング」の

方法を採用した。この方法では、C/P 本邦研修の受講生が、現地で短期専門家（C/P 研

修時にも講師を担当）から更に OJT を受け、その C/P が今度は講師となってターゲット

グループの検査機関の技術者を対象にエコートレーニングを実施するというものであ

った。なお、エコートレーニングは、C/P が主体となり、研修テキスト・プログラムを

作成し、講義も座学と実習指導を行い、終了時達成度の確認を行うといった一連の作業

が実施された。 

こうしたアプローチ並びに移転手法は、技術移転すべき検査分野の選択と、それら各

分野における効率的・効果的な技術移転のプロセスがうまくデザインされたものであり、

検査官の能力向上を促す要因となった。さらに、これらのプロセスを通じて、移転技術

ないし研修リソースの有効活用が確実なものとなり（時間の短縮、有効活用、技術波及

の最大化等

3
）、さらに双方の信頼関係が醸成され、実施機関のオーナーシップ及び責任

                                                        
3 例えば、本邦研修から戻った研修員は、現場で短期専門家を受け入れたが、その準備には供与された機材はじめ使用する検

査器具・試薬類の消耗品の調整も含まれる。また準備が整った段階で、日本で講師役を務めた人を短期専門家として受け入

れるので、能率よく業務が遂行でき、かつ研修員と講師との信頼関係が築かれていたことで、日本で習得した検査法の知識・

技術の現場環境での実用化と定着化が可能となったことが調査結果からも観察された。 
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感を高めることに効果があるなど、アプローチとして適切なものと判断される（「研修

を通じた能力開発フロー」は本文第 3 章の図 3-1 参照）。 

 

＜事例：エコートレーニングの実施による効果＞ 

アフラトキシン及び残留動物用医薬品分析第 1 回の 2 分野において、短期専門家の派遣期間中

の OJT 実施後に、C/P（NAFIQAD の RETAQ センター、各支局、PPD 及び DAH）を対象に、

エコートレーニングを実施。研修講師は C/P 本邦研修に派遣された支局のスタッフが分担して

担当し、短期専門家によるテキストの確認や修了試験の作成指導を受けた。また研修期間中は

研修参加者からの様々な質問に対して、適宜、専門家の助言を仰ぎながら回答し、研修生を指

導していくことを通して、講師となったスタッフ自身も本邦研修及び現地の OJT で習得した検

査技術の理解度を深めることができたと、専門家並びに講師さらに研修受講生からの回答があ

った。 

 

（4）問題点及び問題を惹起した要因（阻害要因） 

効率性、有効性のうえで、本プロジェクト目標達成のうえで、大きな阻害ないし負のイン

パクトを与えた因子は特段、終了時時点では見当たらない。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は以下の説明のとおり、高いと判断される。 

本プロジェクトに対する日本側、ベトナム側の投入は、一部活動の遅れや、いくつかの機材と

試薬の納入遅滞の点を除けば、プロジェクト活動のための予算を含め、計画どおりに執行される

など、その量、質、タイミング的にもおおむね適正で、すべての投入は実施に係り十分に活用さ

れている（英文別添 5 参照）。また、これまでに投入された資源は、投入量に見合う成果を有し

ていると思われる（英文レポートの第 4 章を参照のこと）。 

 

（1）投入のタイミングと活用度 

日本からの機材とローカルコストはほぼ計画どおり調達、供与され、プロジェクトサイト

で有効に活用されている。しかしながら、在外事業強化費（一部は携行機材）によって調達

した OJT 実施に必要な器具、試薬・消耗品については、いくつかの機材と試薬の納入に遅れ

があり、供給業者の契約違反がみられるなどしたが、短期派遣専門家の成果達成には大きな

影響はなかった。 

＜供与機材（A4 フォームによる免税措置機材）の遅滞＞ 

今年度（平成 25 年度）の供与機材として、①2013 年支局 6 に供与された ICP/MS 用の無停電

電源装置（UPS）、②動物用医薬品分析第 2 回 OJT 用の動物用医薬品標準物質、③標準物質保

存用のクールインキュベーター、④TMP のサンプル保管用の冷凍庫 4 機材が年度当初に申請さ

れたが、そのうち、②と④については価格等の点から在外事業強化費での購入が可能となり、

納品は遅滞なく完了。しかし、①と③については、申請後にベトナム政府内での免税手続きが

変更になったことから、想定以上に調達作業に遅れをきたし、2013 年 12 月になってようやく

発注が可能となり、納品の遅滞が発生したケースはあった。こうした教訓から、その後は短期

専門家派遣元とも早めの調整を行った結果、調達作業にも余裕を持って行うことが可能にな
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り、調達作業はこれまでと比較し、かなり改善されている。以上のことから、機材や消耗品の

調達に関しては、十分な準備期間を設ける必要が同国ではあるという教訓が導かれた。 

 

（2）専門家の投入による技術移転 

短期派遣専門家は技術移転のために OJT を計画・実施するために予定どおり派遣された。

質問票の回答結果によると、対象者にとって短期派遣専門家の質は大変満足いくものであっ

たと確認された（移転された移転技術項目は下記英文のとおり）。一方、長期派遣専門家は、

短期派遣専門家と対象者との間で密接な調整をしてきたが、これはプロジェクトにおける円

滑な運営実施に寄与してきたと言える。それゆえ、日本人専門家の投入は最大限活用された

と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）実施機関・職員の尽力 

食品検査分野の実施機関の優秀さと勤勉さによって、本プロジェクトが成功裏に達成し、

かつ満足の行く内容に至ることに貢献したと言える。なお、TMP のサンプリング・ガイドラ

インの作成にあたり、本邦研修に参加した NAFIQAD スタッフが作業チームの中心として貢

献しており、かつその後も、同検査官は、教材作成はじめ、研修講師あるいは良き実践引率

者としての役割を果たしていると言える。 
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（4）日本から供与された機材 

実施機関は、プロジェクトにより供与された機材を有効に活用している。機材の状況は大

きな問題もなくおおむね良い状態で、どの機材もフル稼働している。 

 

４－４ インパクト 

（1）上位目標への貢献 

本プロジェクトの実施を通じて、本プロジェクトの上位目標である「国家モニタリングプ

ログラムが拡充することにより、農水産食品の安全性の改善に寄与する」その指標として、

「農水産食品の安全性に係る国家モニタリングプログラムが前年の結果に基づき毎年更新

される」については、本来プロジェクト終了後 3-5 年をめどに達成が見込まれる目標である

が、既に第 3 章「プロジェクトの実績」でも示したとおり、プロジェクトで支援実施した TMP

の成果を現行の国家モニタリングプログラムの改善に役立てるといった上位目標の達成に

向けての活動が展開予定である。また、ベトナム側で国家モニタリングプログラムの実施に

係る予算がこれまでどおり確保されることで、プロジェクトの上位目標の達成が期待できる。 

 

（2）波及効果 

終了時評価調査中に実施した質問票調査、さらに関係機関はじめ、現地でのインタビュー

の結果、下記のとおり、様々な正のインパクトが生じていることが調査団によって確認され

た。 

 

a）検査件数及び検査項目の拡大 

検査機関の機材はじめ施設整備、並びに検査分析能力の拡充によって、検査需要の増大

に対応できるようになったのは、本プロジェクトの尽力にもよるものである。 

実際上、関係検査機関、なかでも NAFIQAD 支局 6 において、検査項目や検査件数は、

プロジェクト実施期間中、拡大傾向にある。 

 

b）検査技術・人材の能力強化を通じての検査機関の外部評価向上 

プロジェクトで供与された LC/MS/MS や GC/MS/MS の導入と日本人専門家の指導によ

り、検査機関の C/P は、複雑な夾雑物を持つサンプルの検査、あるいは畜産物についての

複数項目を対象とした検査が可能となるなど、より正確で迅速な分析が可能になった。ま

た、プロジェクトによって導入された一斉同時分析法を使って、以前検出できなかった基

準を超える残留農薬が検出されたことは、ベトナムにおけるこの検査機関の能力を示す一

例になった。 

以上のように検査技術が向上し、検査可能なパラメーター（検査項目）が増え、業者か

らの持込検査に応じることが可能となってきていることから、今後、持込検査依頼業者は

じめ、NAFIQAD と関係のある業者、関係者などの顧客からの信頼・評価がさらに高まる

ことが期待できる。 
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なお、PT
4
についても検査機関毎で参加が継続されており、NAFIQAD 支局 4 と 6 では本

プロジェクト支援により検査能力が向上し、外部検査に参加し、合格に結び付くといった

声が聞かれた。 

また、わが国での“外国公的検査機関（Official Laboratories）”への登録申請がプロジェ

クト期間中に行われ、NAFIQAD の各支局（1～6 すべて）が認可されたこと（厚労省の

HP にも掲載中）は、何よりベトナムの検査機関の検査レベルが向上したことを示すもの

であり、本プロジェクトの直接、間接関与に関わらず、ポジティブな結果が顕著に表れた

ものとして評価できる。 

 

＜複雑な夾雑物を持つサンプル検査能力向上＞ 

厚生労働省横浜検疫所検査センターから短期専門家が派遣され、NAFIQAD 支局 4 の化学検査

室において、ナッツ類及び穀物中のアフラトキシン（B1、B2、G1、G2 の合計）検査及びデオ

キシニバレノールの OJT が実施された。支局 4 では既にアフラトキシン分析を実施していたが、

本専門家の指導により複雑な夾雑物を持つサンプルの検査が可能になった。 

また、検査経験の少ない畜産物についての複数項目を対象とした検査についての一例として、

短期専門家の派遣で、NAFIQAD 支局 6 において、鶏肉・エビを対象とした動物用医薬品等の

一斉試験法の通知 Iと IIIを改良した試験法、クレンブテロールの告示試験法を改良した試験法、

及びニトロフラン類の試験法について検査が可能となった。 

 

c）TMP で導入したデータベースシステム（オンラインソフトウェア）の活用 

プロジェクトで導入したソフトウェアはデータのインプットの管理はじめ、連結性、一

貫性、データベース化といったように進んだ方法であるといえる。何より、農水産品の安

全にかかるモニタリングのうえで、容易で迅速な追跡・参照をはじめ、収集・集計したデ

ータの効率・効果的な管理、ペーパーレス化、また情報の同時共有が可能となった。 

よって、このデータベースの更新はじめ、国家モニタリングプログラムに適するよう、

従来のソフトウェア・データシステムとの統合等が今後、望まれる。 

 

d）研修教材や作成 SOP の活用 

専門家の技術支援や本邦食品検査（研修受入）機関の協力で、研修教材や検査機関の SOP

が、英語版及びベトナム語版で数多く作成されている。こうしたプロジェクトによる成果

品が、対象となった検査機関のみならず、ベトナム国内の他の検査機関でも有効に活用さ

れ、ひいては SOP が活用されることで、検査分析の正確性はじめ分析向上や農水産品の安

全向上が図られることが期待される。 

 

e）対象地域外での農産品モニタリングの実施 

本プロジェクトでの活動を通じて、対象地域であるホーチミン市及びカントー市以外で

も、本プロジェクトのこれまでの成果を活用して、地方の省で流通している農産品のモニ

                                                        
4 技能試験については、支所毎にこれまで保健省主催のPTテストに参加してきており、良好な成績を得ている模様。さらには、

RETAQセンター主催でのテストも今年から実施中である。さらに各検査機関では、これまで豪州、ニュージーランド、韓国

等主催の外部検査へも参加経験があり、外部精度管理についても進歩がみられる。 
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タリングを期間限定ではあるが既に実施を開始しており、同省でのサンプル収集及び検査

結果分析を行うことで、同省における食品安全にかかるモニタリングの改善に今後繋がる

ことが期待できる。 

 

一方、負のインパクトと看做されるものは、現在までのところ観察されていない。 

 

４－５ 持続性 

（1）政策・制度・組織的持続性 

組織・制度面での持続性はベトナム政府の方針によって確保されていると見込まれる。農

業農村開発省の戦略計画によれば、ベトナムの農産物輸出促進のためにも食品安全セクター

の近代化と能力開発の優先度は高い。なおベトナムが WTO 加盟国であることからも、食品

安全システムを改善し、政府の管理を促進することは常に求められている。また、農水産品

の品質保証は農業分野における成長・安定の鍵であり、中長期に渡って農業農村開発省の責

務でもある。よって、食品安全管理にかかる組織・制度強化は同国の関心事であり、中心事

項であるといえる。 

一方、本件の C/P 機関である NAFIQAD は、食品品質にかかる国家モニタリングプログラ

ムを一元的に管理・調整する役割を有しているとはいえ、農水産食品を検査・管理するだけ

でなく、ベトナムでの食品安全にかかる有効なメカニズムの構築のためにも、MARD 傘下の

各部署との調整、マネジメント能力の向上、さらには外部機関との連携強化が求められてい

る。 

 

（2）財政的持続性 

ベトナム側の C/P 予算は PDM で規定されているとおり、NAFIQAD 支局 4 と 6 での研修費

用や機材保守管理費用など、計画どおり支出されてきている。プロジェクト期間中の予算配

分については、英文に添付されているとおり、PMU の管理費用はじめ、プロジェクト活動費

（薬品、機材、SOP 開発のためのサンプル、更に TMP プログラムの実施、C/P 研修費等）な

どである。 

C/P からの聞き取り調査及び今回の調査中に回収した質問票によれば、ベトナム側は、政

府により承認された食品安全に関する国家ターゲットプログラム

5
を通して、MARD はこれ

まで国家モニタリングプログラムを計画し、毎年、その予算を獲得している。なお、NAFIQAD

の場合、各検査機関で農水産企業からの持込検査（輸出輸入のため）に対する検査費用とい

った歳入があり、そうした歳入を用いて、NAFIQAD は、検査分析機材の保守維持管理・更

新をはじめ、試薬・消耗品類の購入、データベース用のサーバーの設置・メンテナンス料等、

必要な検査を継続実施できる財務基盤があると判断できる。なお、LC/MSMS 等の精密な分

析機器については、既に各検査機関が専門業者とメンテナンス契約を結んでおり、継続的な

維持管理が可能である。 

 

                                                        
5 農業農村開発省の国家モニタリングプログラムの予算総額は、年によって相違するが、年間約150億VND(交換レート

21,000VND/US$で750,000US$相当)が配分されている模様。 
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また食品の検査能力向上は、ベトナムにおいて不可欠で、非常に大きなインパクトをもた

らすものであり、そのため、検査実施の予算は当然継続される予定であり、いずれにせよ、

自己財源並びに国家予算による予算確保は可能としている。 

以上のことから、食品安全モニタリングをはじめ、検査の継続、分析機材の維持管理、さ

らにデータベース管理についても、プロジェクト終了後も国の予算で継続していくことが見

込まれる。 

 

（3）技術的・人的資源の持続性 

プロジェクト期間を通して、C/P は新たな知識やノウハウを積極的に吸収し、供与機材を

使った最新の分析方法を活用し、検査技術はじめ、着実に技術移転は進んできている。 

また彼らは分析用機材、試薬、施設などベトナムと日本のシステムの違いを理解しており、

それらの違いがあっても適切に分析方法を適用しようとしており、プロジェクトによって獲

得された分析方法の妥当性検証の方法を使って分析項目を増やしていくことができる。それ

らの実施には困難が伴うかもしれないが、プロジェクト実施後も習得した技術を自らのもの

として活用し展開し、最適な方法を開発していくことが重要である。 

このように実施機関の C/P の能力は向上しており、技術面での持続性は確保されていると

考えられる。なおプロジェクト終了後も、C/P は農水産食品の安全性確保において核となる

人材となり、各検査機関やオフィスにおいて技術開発に貢献するのみならず、ベトナム国内

のほかの検査機関はじめ関係機関との連携にも重要な役割を果たすことが期待される。 

 

４－６ 結論 

評価 5 項目に関しては、以下のようにまとめられる。 

妥当性：ベトナムと日本の両政府の政策の観点から評価は高い 

有効性：成果は期待どおり順調に達成されており評価は高い 

効率性：評価は高い（一時的に機材や試薬の調達が遅延していたが、現在は機材も維持管理され、

正常に稼働しており問題なし） 

インパクト：相対的に高い正のインパクトが期待される 

持続性：ベトナムの食品安全状況を勘案して相対的に評価は高い（プロジェクトの今後の発展の

ためには、習得した知見を踏まえて、技術・マネジメント・人材育成の面で日々の継続

的な努力をすることが重要である。） 

 

全体として、実施機関はプロジェクトを通じて食品分析とモニタリング技術を正確に理解し、

検査のための基礎知識や技術を習得し、現地に適応した方法論の開発ができるまでに至っている。

実施機関の積極的な参加と協力姿勢さらに強いオーナーシップがプロジェクトの進捗に貢献す

る大きな要因の 1 つであると言える。 

 

本評価調査団は、プロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果がおおむね得

られたことを確認し、今後の継続的な努力によって、プロジェクト目標は協力期間内に成功裏に

達成されるものと結論する。よって本プロジェクトは R/D 記載の期間を以って当初の予定どおり

終了するものとする。 
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第５章第５章第５章第５章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ 提言 

（1）プロジェクト実施期間中 

a）残されている活動（OJT、エコートレーニング、SOPの策定、国家モニタリングプログ

ラムの公表書式の提案、国家モニタリングプログラム改定への提案）を予定どおり実施す

ること。 

b）TMPにより、これまで検査していない項目について検出事例が認められたことを踏まえ、

結果共有ワークショップには基準規定官庁であるMOHを招待すること。 

 

（2）プロジェクト終了後 

a）検査サービスの強化と標準化 

� NAFIQADは、MARD及びNAFIQAD4、6以外のラボの強化のために、支局4と6を引き

続き人材育成拠点として活用すること。 

� NAFIQAD、PPD、DAHはラボ間の技術・経験交流、熟練度試験（Proficiency test）へ

の参加を促進すること。 

� TMPを通じ検査項目を増やす必要性が確認されたことを踏まえ、NAFIQAD下のラボは

プロジェクトを通じて獲得した検査方法を他の食品にも適用するとともに、新たな検

査手法を獲得すること。 

� NAFIQADでは既にISO/IEC17025を取得しており、検査結果の信頼性確保の仕組みに大

きな問題はないが、信頼性確保に向けた不断の取り組みは恒常的に強化する必要があ

る。予定されるOJTを通じて検査のトレーサビリティ、内部精度管理、内部点検など

本邦研修を行った横浜検疫所のGLPシステムを参照し、さらなる向上が望まれる。 

 

b）国家モニタリングプログラム 

� 国家モニタリングプログラムのデータを関係機関でオンラインで共有できるよう、

TMPの実施にあたり開発されたオンラインデータベースを他のソフトウェアと統合的

に発展させること。 

� TMPでは卸売市場からは生産業者までトレースバックができないことが明確な課題と

して確認された。MARDはトレーサビリティの規定をすでに設定しているが、その効

果的実施に取り組む必要がある 

� NAFIQADは国家モニタリングプログラムの調整機関であり、ベトナム国民の健康保護

の確保の観点に重点をおき、PPD、DAHとの調整・管理機能の強化、その他関係省庁

との関係強化、検査対象や検査項目の充実を図るべきである。 

 

c）その他 

� 食品安全全体を改善する観点から、NAFIQADは、消費者、事業者等が意見を表明する

機会や話し合う機会を提供し、相互理解を深めるリスクコミュニケーションにも取り

組んでいく必要がある。 

� NAFIQAD本部と各支部は、各支部の検査機能の向上について、迅速に利用者に伝える
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よう取り組むべきである。 

 

５－２ 教訓 

� プロジェクトが採用した段階的人材育成手法（本邦研修・機材調達⇒OJT準備⇒日本人専

門家を交えてのOJT⇒他の技師へのエコートレーニング）は、技術と実践的能力の習得に

効果的・効率的であり、コアトレーナーの自信獲得につながっている。 

� プロジェクトがベトナムの食品安全に対するニーズをとらえた時機に形成・実施されたた

め、実施機関によるプロジェクトのスコープ外での様々な取り組み（機材・施設整備、ISO

等）との間で相乗効果が見られ、また、移転された技術は統合的に実務に取り入れられた。 

� 本プロジェクトの技術移転のプロセスは、日本側協力機関において、使用している検査手

法、マネジメントシステム、基準を見直す機会となった。 
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